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要旨　本研究の目的は，インドネシアの企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility：

CSR）活動と，CSR 情報の開示内容について，先行研究を詳細にレビューすることである。

インドネシア企業は，社会的評判を得るために CSR 活動を行っていることを議論する。ま

た，インドネシアの国内法規制がインドネシアの CSR 情報開示の程度を向上させてきたこ

と，CSR 情報の開示は依然として初期段階にあることを議論する。インドネシアの CSR 活

動の内容は，産業セクター，国有企業か否かにより異なる一方，CSR 情報開示の程度につい

ては，国有企業か否かと多国籍企業か否かは関係しない。また，近年のインドネシア企業の 

CSR 情報の開示内容は，コミュニティ，人的資源に関する内容が中心であり，欧米の CSR 

情報開示内容と比較して，人権，環境項目の開示が低いこと，産業セクター間で CSR 情報

開示内容に差があり，資源・エネルギー企業はより社会環境項目の開示が多いことを議論す

る。 後に今後の研究課題について議論する。

Abstract　This study reviews the literature related to the corporate social responsibility

（CSR）activities and disclosures（CSRDs）of Indonesian companies.　The study discusses 

the firms’ engagement in CSR activities to improve their reputations.　Indonesian domestic 

laws and regulations have improved the level of CSRDs, though it is still in the early phases 

in Indonesia.　The types of CSR activities vary by industrial sector and whether the com-

pany is state- or privately owned, while ownership and whether it is domestic or multi-

national do not affect CSRD levels.   Indonesian companies’ CSRD has recently focused 

on community and human resources.  Compared to Western companies, Indonesian compa-

nies provide fewer CSRDs related to human rights and environmental issues.   CSRD con-

tents vary by industrial sector, and resource-energy sector companies disclose more social 

and environmental issues than other sectors.   Finally, the study examines further research 

topics.
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１.　は　じ　め　に

欧米先進国では，企業の社会的責任（Corporate Social Responsibility ：CSR）に関す

る活動，CSR 情報の開示の内容，開示理由などの研究の蓄積がある。しかし，アジアにお

けるそのような研究は限られており，インドネシア共和国（インドネシア）においては，

研究の蓄積は特に限られているといえる。本研究の目的は，そのような知識ギャップを埋

めるため，インドネシアの企業の CSR，CSR 情報の開示内容，およびその開示要因につ

いて，限られた先行研究をレビューすること，さらに，今後の研究課題を検討することで

ある。本研究では，英語および日本語で執筆された関連文献をできる限り広範に収集した

レビューを行いたい。

本研究では，インドネシア企業全体，および，可能な限り，資源エネルギー・セクター

分野に焦点を充てたい。これは，今後も引き続き資源エネルギーに関してインドネシアと

の取引を重視するであろう我が国にとり，有用な示唆となろう。

以下，２
　

 章で先行研究をレビューし，３
　

 章で結論と今後の研究課題について考察を述べ

る。

２．文献レビュー

インドネシアにおける CSR 活動，および CSR 情報の開示の内容は，国の政治経済，社

会状態，およびそれらを反映した環境社会問題への関心の高まりなどを要因として，変化

してきた。なお，ここでは，CSR とは，「ビジネスが倫理的に行動し，雇用労働者，その

家族，地域コミュニティ，あるいは社会全体の生活の質を高めながら，同時に経済発展に

貢献する継続的なコミットメント」（WBCSD, １９９８）と定義する�。企業の CSR 活動には，

通常，企業の社会経済面での活動や環境保全対策などが含まれる。

また，企業の CSR の情報開示を，企業の行動が，「社会の中の特定の利害関係者あるい

は社会全般へ及ぼす社会的および環境的な影響を伝達するプロセス」と定義する（Gray 

et al., １９８７; Gray et al., １９９５; Adams et al., １９９８）。ここでは，インドネシアの経済社会
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�　原文では「the continuing commitment by business to behave ethically and contribute to 
economic development while improving the quality of life of the workforce and their families 
as well as of the local community and society at large」と定義されている（WBCSD, １９９８）。



状況，インドネシア企業の CSR への取組みと CSR 情報開示について，順に分析する。

２�１　インドネシアの経済社会状況

インドネシアは東南アジアに位置し，人口は２.５億人と世界第４位である。日本の５倍

（１９０万km２）の面積を持ち１８,０００の島嶼からなる世界 大の島嶼国でもある。３００以上の民

族からなる人口は，その半数以上がジャワ島に居住し，ジャワ，スマトラ，カリマンタン，

スラウェシ，パプアの５つの島嶼に人口が集中している（Gunawan et al., ２０１４, p. １２９; 

農林水産政策研究所，２０１５，p. １４１; ARC 国別情勢研究会，２０１５，p. ２０）。

インドネシア経済は，１９５７年以後のオランダ企業の接収による経済のインドネシア化

（インドネシアニサシ）や，１９６０年代の外国系企業の再編統合の後，国有企業を基幹とし，

プルタミナを頂点とする石油・ガス産業が中心を占めた。１９８１年には，国家歳入（外国援

助を除く）に占める石油・天然ガスの収入はピークとなり，７１％に達した（森下（２０１５）

による佐藤（２００８，p. １１３）の引用）。しかし１９８０年代後半には，労働集約型産業が工業化

し，民間企業が台頭した。

近年の経済成長は，主に，石炭，銅，ニッケルなどの非鉄金属採掘，アブラヤシ農園，

パーム油輸出の急増による。２０１４年には，インドネシアはパーム油と石炭の世界一の輸出

国だった。広大な面積で栽培することが必要なアブラヤシは，１９８０年代以降，重要な輸出

産物として位置づけられ，その面積は１９７０年の１３万ヘクタールから２００５年には４８４万ヘク

タールへ増加した（中島，２０１１，pp. ９８�９９）�。石炭の主要な産地はカリマンタン島とスマ

トラ島である。石炭は輸出需要だけでなく，石炭火力発電所の建設，一般産業での石油か

ら石炭へのエネルギー転換，家庭での石炭ブリケットの普及などにより，国内での需要も

高まっている（ARC 国別情勢研究会，２０１５，p. １０７; 農林水産政策研究所，２０１５）。

現在，インドネシアは，東南アジアにおける 大の経済大国であり，世界の新興市場経

済国の一員である。ただし，労働人口としては，依然として，農業セクターで働く人口が

も多い。セメント，石油，ガス，通信業などの戦略的産業は，一般に国有であり，強く

規制されている。中央政府傘下の国有企業は１４１社を超え，基本物資，すなわち燃料，コ

メ，電力等の価格は政府の統制下にある（Gunawan et al., ２０１４, p. １２９; 農林水産政策研

究所，２０１５，p. １４１; ARC 国別情勢研究会，２０１５，p. ２０）。

インドネシアは，日本にとり，エネルギーを中心とする天然資源の供給源として，また，
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�　アブラヤシのモノカルチャー化の進展は，生物多様性を破壊し，泥炭湿地林の開発に伴う二酸
化炭素などの温暖化ガスの大量排出の原因ともなっている。さらに，１９９７年から１９９８年の広大な
森林火災の原因ともなっていることが指摘されている（中島，２０１１，pp. １０１�１０２）。
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投資先としてプレゼンスが高い（佐藤，２０１１; ARC 国別情勢研究会，２０１５，p. ４５）。この

ことは，インドネシア国民の日本に対する好感度が高いこととも相まって，日本にとって

のインドネシアの重要性を示している�。日本のエネルギーに占めるインドネシアからの

輸入の割合は，２０１１年時点で，石炭が２０％（第２位），液化天然ガスが１２％（第４位），原

油が３％（第７位）である。また，インドネシアは中東の石油，豪州の食料品などが日本

に輸入される際の重要なルートに位置しており，日本の輸入石油の約９割が，マレー半島

とスマトラ島を隔てるマラッカ海峡を通過している（ARC 国別情勢研究会，２０１５，p. ８３，

p. ９３）。インドネシアに対する日本の直接投資は２０１３年には前年比９２％増と大きく増加し，

４７億ドルと世界第１位だった�（佐藤，２０１１; ARC 国別情勢研究会，２０１５，p. ４５）。�

２�２　インドネシア企業の CSR への取組み

日系企業がインドネシアで事業を行う場合，インドネシアでの CSR 活動のあり方につ

いて正確な認識を有していることは極めて重要である�。アジアの発展途上国は，西側先

進国と比較して CSR の取り組みレベルは未だ低いと言われる（Chambers et al., ２００３; Se-

tyorini および Ishak, ２０１２）。しかし，注意すべきは，アジアにおける CSR への取組みは

一様ではなく，その多様性を一義的に説明する要因はないことである（Chapple および 

Moon, ２００５; Chambers et al., ２００３）�。そのため，CSR の取組みは，国ごとに検討する必

要がある。

インドネシアにおいては，企業の CSR の取組みの動機は，社会的評判を得ることであ

ると分析されている（Gunawan, ２００７; Kriyantono, ２０１５）。８７名の CSR 担当者に対する

調査に基づき，Kriyantono（２０１５）は，殆どの企業で広報部署が CSR の取り扱いの責任
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�　例えば，２０１３年５月に発表された英国 BBC ワールドサービスによる調査では，インドネシア
人の日本に対する好感度 は８２％に達し首位となった（BBC World Service, ２０１３）。ただし，翌年
の BBC による同様な調査では，日本に対する好感度は７０％と低下した（BBC World Service, 
２０１４）。
�　直接投資の第２位はシンガポールであるが，日本企業をはじめとする外国企業のシンガポール

拠点からの投資などが含まれている（ARC 国別情勢研究会，２０１５，p. ４５）。
�　１９５１年から２００４年までの日本からの 大の投資分野は鉱業であり，累計１.９兆ドルと日本の投資

全体の４２％だった。２００５年以降２０１０年までの投資のトップは輸送機械・機器分野が１,６００億ドル
と，全体の１８％を占め，鉱業分野は７０４億ドルと８％にシェアを落としている（ARC 国別情勢研
究会，２０１５，p. ８３，p. ９３）。

�　日系企業は，企業による社会貢献を住民との紛争・軋轢を避ける危機管理体制の一環として捉
えており，デモや紛争が頻発し，国際企業がそのターゲットになりやすい同国において，予防的
措置の必要性が認識されているという。外国企業向けの工業団地の開発の際に，かつての政権が
住民を強制的に移住させたようなことがあったが，その後治安が悪化し，住民が乱入・妨害など
の嫌がらせを行った事件が生じた。持続的に経営を行っていくため，社会貢献は「良い企業」と
いう評判を得る欠くことのできない手段である（地球・人間環境フォーラム，２００６）。
�　高所得国の文脈での経験に基づいて作られた国際的な CSR の考え方を新興国にそのままの形

で移転することは難しいと考えられる（Sanders, ２０１２）。



を有しており，インドネシア企業にとり，CSR は評判を得るためのコミュニケーション

ツールである可能性があるとした。

インドネシアの CSR への関心の高まりは，他のアジアの国々に若干遅れてスタートし

た。インドネシアでは，１９９０年代後半以降，政治秩序が変化し，２０００年以降，CSR（経済，

社会および環境の持続可能な企業パフォーマンス）への関心が高まった（Fauzi および Id-

ris, ２００９; Achda, ２００６）。また，地域開発における CSR 活動の重要性が認識され，CSR 関

連法規制の必要性が議論され始めた。一般市民の中でも，自然資源マネジメントや経済活

動一般に対して開示を要求する雰囲気が醸成され，市民と企業の関係パターンも変化した。

地域コミュニティに対する情報開示も進み，企業に対する要求を含め，より市民の要求が

主張されるようになった（Achda, ２００６）。

２０００年以降のインドネシアでの CSR 活動への関心は，国内の政治的理由のみでなく，

国際的な CSR 活動の活発化の影響も受けていた。前述の通り，インドネシアの近年の経

済成長は，石炭，アブラヤシにより支えられているが，石炭採掘場やアブラヤシ農園の造

成は，著しい環境破壊を生み，インドネシアの生物多様性および生態系のバランスを脅か

してきた。また，自然資源は地域社会との利益シェアがなされないまま開発されてきた可

能性が指摘された（Kemp, ２００１; 加納，２０１３）。特に，鉱山・採掘企業などの多国籍企業の

中には，大きな環境・社会問題を起こしてきた企業もあり，これら社会的批判や地元住民

のデモのターゲットになりやすかった。このため，２０００年以降，鉱工業企業が存在を正当

化するため，国際的鉱工業産業団体は社会的環境的責任に関する指針を開発した。世界の

鉱工業企業の情報開示の程度にはかなりばらつきがあったものの（Jenkins および Yakovleva, 

２００６），インドネシアの鉱工業企業も，国際情勢を無視することはできず，社会環境問題

への対処を徐々に進めていったと考えられる（Kemp, ２００１; Jenkins, ２００４; Jenkins およ

び Yakovleva, ２００６）。

現在，鉱山・採掘企業の殆どは本格的なコミュニ ティ開発支援プログラムを有し，コ

ミュニティ開発のプロを雇い，NGO を通して熱心にコミュニティ開発を行っているとい

う（地球・人間環境フォーラム, ２００６）。また，アブラヤシ農園に対しては，NGO により，

違法な，あるいは国際的基準を無視して作られたパーム油の生産や，森林破壊に対して圧

力がかけられている（Wiese および Toporowski, ２０１３; Elving et al., ２０１５）。

インドネシアの CSR 活動は，産業セクターにより異なると分析されることがある。例

えば，消費者グッズの企業（PT Unilever Indonesia Tbk および PT Sarihusada Generasi 

Mahardhika Tbk）と製造企業（PT Astra International Tbk）の CSR プログラムは，
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同社らのコア・ビジネスと密接な関係を有していた。また Tandanu および Wibowo（２００８）

は，上場銀行で，自然資源の保全やリサイクルを行っている企業は一つもないと分析した。

しかし，鉱業セクターの CSR プログラムは，コア・ビジネスである鉱業とは関係のない

内容のものだった（Hidayati, ２０１１）。

２００７年時点のデータを分析した Cahaya et al.（２０１２）は，国有企業，あるいは民営化さ

れた国有企業では，取締役会メンバーの多くが政府高官であることに示されるように，経

営者らが政府の意向に従う潜在的な圧力があることを示した。また，このため，政府が 

CSR の規制を導入した以上，開示が必要な項目，例えば労働関連の項目について，開示が

要求される潜在的圧力が一般に存在している可能性を指摘した。Gunawan et al.（２０１４）

は，インドネシアにおける CSR 活動の実施は，国有企業と民間の資源開発企業に限定さ

れるとした。同氏らは，CSR 活動の動機は国有企業と民間企業で異なり，国有企業は国有

企業法に基づく政府の責任と，中央・地方政府の規制を順守することによる正当性の維持

が根拠であり，その内容はより受け身のものであるとした。一方，民間企業は企業法にも

とづくサステナブルなビジネスの実施の必要性，およびグローバルスタンダードへの準拠

による正当性の維持を根拠とし，より積極的な内容であるとした。また，２００４年から２００６

年のデータを分析した Tandanu および Wibowo（２００８）は，一般的に，銀行の中では国

有企業の方がそれ以外よりも CSR 情報を開示していると分析した�。

２００７年時点での調査と２００３年から２００５年の年次報告を分析した Gunawan（２００７）は，

多国籍企業は，地元企業と比較して，より組織化された CSR 活動を行っていると分析し

た�。日系企業のインドネシアでの CSR 活動を分析した地球・人間環境フォーラム（２００６）

は，日系企業の多くは，環境保全対策への取組みは非常にすぐれており，一方，社会的項

目に関する取組みは法令順守レベルにとどまるものが多いように見受けられたと分析して

いる。

２�３　インドネシア企業の CSR 情報開示

世界の各国における CSR 情報開示の内容，程度，およびそれらの理由は，国や地域に
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�　銀行においては，これ以外に，資本規模が大きいこと，純収入が大きいことが CSR 情報開示
と関連していた。なお，開示が進んでいる銀行は，PT Bank Rakyat Indonesia Tbk（平均ポイ
ント１４.６７），PT Bank Mandiri Tbk（同１４.３３）であり， も開示が進んでいない銀行は PT Bank 
Century Tbk, PT Bank Eksekutif International Tbk, PT Bank Nusantara Parahyangan Tbk

（同５）だった（Tandanu および Wibowo, ２００８）。
�　ただし，多国籍企業は，本社では CSR を実施していても，子会社レベルでは徹底されていな

いケースが多いという証言もあるため，注意が必要である（地球・人間環境フォーラム，２００６）。



より異なると議論されてきた（Gray et al., １９９５; Oeyono et al., ２０１１; Gray et al.,２０１４）�。

Chambers et al.（２００３）は，アジアの国々の CSR 情報の開示レベルが，西洋諸国より低

いと主張した。また Wanderley et al.（２００８）は，新興国による Web サイトでの CSR 情

報開示の内容に関して，国の違い，産業の違いにより異なること，特に，国の違いが CSR 

情報開示に大きく影響を及ぼしていると分析した。

ただし，アジア全体，あるいは途上国一般において，CSR 情報開示に関する研究の蓄積

は少なく，インドネシアの CSR 情報開示に関する研究の蓄積は非常に少ない（Gunawan, 

２００７; Djajadikerta および Trireksani, ２０１２; Setyorini および Ishak, ２０１２）。インドネシ

アの CSR 情報の開示に関しては，殆どが２０００年以降の研究であると考えられ，２０００年以

降の研究をレビューすることで，その概要を把握することができる。

インドネシアの CSR 情報開示の要因については，これまで，筆者らの知る限り，ステー

クホルダー理論（Freeman, １９８４; Roberts, １９９２; Gray et al.,２０１４），正当性理論（Adams 

et al., １９９８; Deegan et al., ２００２; Gray et al.,２０１４），および制度理論（DiMaggio および 

Powell, １９８３; Gray et al.,２０１４）が主に提示されてきた（川原および入江，２０１５b）。Gunawan

（２００７）および Gunawan et al.（２０１４）などは，それら複数の理論により CSR 情報開示

の理由が説明できると考えている�。

インドネシアにおいて CSR 情報は，年次報告書，持続可能性報告書など，様々な媒体

で行われ，いずれかの媒体のみに情報が掲載されることもある（Gunawan, ２００７）。ただ

し，CSR 情報が も開示されるのは， 近年でも依然として年次報告であると考えられ

る。２００９年から２０１１年の鉱工業の上場企業の情報を分析した Suryani（２０１３）によれば，

鉱工業１２社の中で持続可能性報告書を発行した企業は３社，PT Aneka Tambang Tbk，

PT Tambang Batubara Bukit Asam Tbk，および PT Timah Tbk しかなく，他の９社

は CSR 情報を年次報告書で開示していた。

企業がウェブサイトで自主的な情報を開示する理由は，インターネットの双方向性や普

及，低コスト，フォーマットの柔軟性などである（Djajadikerta および Trireksani, ２０１２）。

Gunawan et al.（２００９）は，年次報告書では CSR 情報を記載するスペースが限られてい

るため，企業は CSR 情報開示として年次報告書を媒体とすることは適切ではないと考え
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�　例えば，日本の上場企業の CSR 情報開示では，人権，ジェンダー，労働，汚職腐敗，罰金な
ど特定の社会性項目の開示が北アメリカ・ヨーロッパ地域の平均と比較して少ない（Kawahara 
および Irie, ２０１５）。
�　同氏らは，ステークホルダーが CSR 情報開示に主要な影響を与えるものであるため，ステー

クホルダー理論が関連しているとした上で，法令順守による CSR 情報開示の動機については，
正当化理論が該当するとした。
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ているという， 近の傾向を分析した�。

以下，インドネシア企業一般の CSR 情報開示に関する限られた文献をレビューしたい。

�　CSR 情報開示の程度

２０００年代初頭は，インドネシアの上場企業の年次報告書上での CSR 情報開示は，かな

り低い程度にあった（Gunawan, ２００７）。２００２年時点では，英国，日本，および他のアジ

ア６か国と比較すると，インドネシアの CSR 報告の様々な面でまだ も低いレベルにあっ

た（Chambers et al., ２００３）。例えば，CSR インターネットの利用者の人口比率（０.１８％），

上位５０社の中でのウェブサイトのない企業比率（０.１２％）はアジア７か国の中で も低く，

CSR の方針および取り組みを報告する企業の比率も，英国（９８％），日本（９６％），インド

（７２％），またアジア７か国平均（４１％）と比較して も低かった（２４％）。また，CSR 報

告が１，２
　

 ページ程度の 小限レベルの企業比率がアジア７か国平均（２８.５％）と比較し

て多かった（７２.７％）。 企業の CSR 報告の浸透度合いは低く（２４％）アジア７か国（４１％）

で 下位だった。

その後，２００１年から２００５年にかけて，インドネシアの CSR 情報の開示レベルは着実に

高まった。ただし，２００１年から２００５年の CSR 情報の開示内容は，ソフトな情報開示（soft 

disclosure）が多かった（Setyorini および Ishak（２０１２）の引用による Sarumpaet, ２００５; 

Gunawan, ２００７）�。すなわち，客観的で証明可能であり，事実でない情報が訴訟につなが

り得る「ハードな情報開示（hard disclosure）」ではなく，質的な主張を主とし，簡単に

証明できない情報の開示が多かった。世界の CSR 情報開示内容は，先進国・途上国問わ

ず，いずれも価値ニュートラル，あるいは良い情報を叙述的に記述する形が２０００年代初め

までは多かったが（Gunawan et al., ２００９），この傾向は，インドネシアでは２００８年時点に

おいても指摘されていた�。２００８年時点における上場企業によるウェブサイトでの CSR 情
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�　 Gunawan et al.（２００９）は，２００３年から２００６年の年次報告書における CSR 情報開示の分析を
行った際，２００５年から２００６年において「持続可能性」という項目の開示企業数が８.５％から６％へ
減少した理由を，持続可能性報告書の発行の増加ではないかと分析した。
�　 Gunawan（２００７）および Gunawan et al.（２００９），Gunawan（２０１０）は，インドネシア企業

による年次報告に記載されている CSR 情報は殆どが良い情報であり，かつ叙述的な内容のもの
であるとした。例えば，規制への順守状況に関する情報，受賞に関する内容，目的達成に関する
内容などであった。
�　２００７年時点のデータを分析した Boiral（２０１３）は，グローバル・レポーティング・イニシア

ティブ（GRI）による持続可能性報告の作成・開示のためのガイドラインのＡおよび A＋の適用
レベルを受けた，エネルギーおよび鉱工業の分野の世界２３社の持続可能性報告書を分析し，ネガ
ティブな出来事の９０％が報告されておらず，ガイドラインが重視するバランス，網羅性，および
透明性の面に反していたとした。また，報告書上の写真が事業活動の及ぼす影響と明らかに関連
性がなく，見せかけのものが並べられていると分析した。彼は，持続可能性報告の品質を評価し，
GRI のＡあるいは A＋の適用レベルの信頼性に疑問を呈した。



報の開示内容は，多くが叙述的内容であり，タイム・フレームの明確でない開示が多かっ

た（Djajadikerta および Trireksani, ２０１２）。

以上で分析した CSR 情報の質の問題のためか，少なくとも２００８年時点では CSR 情報は

市場で有効に活用されていなかったと考えられる。２００７年にステークホルダーにインタ

ビューを行った Gunawan（２００７）は，企業担当者は，企業活動が順調な限り，CSR 情報

の開示は真に必要とされていないと考えていると分析した。また，CSR の情報開示は同国

にとってはまだ始まったばかりの段階であるとしている�。同様な主張として，Rahman 

および Widyasari（２００８）は，CSR 情報開示に関する投資家や市場からの圧力は小さいた

め，国際的な圧力，例えば，ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals: MDGs）

やグリーン消費者志向，あるいは政府規制が，CSR 活動および情報開示の質を高めるため

に重要であると主張した。以上のことは，背景としてインドネシアでは，市場が効率的で

はなく，年次報告が市場で完全に利用されていない（Purnomo および Widianingsih, 

２０１２）という状況があった�。

近年においても，インドネシア企業の CSR 報告の適用の程度は低いと分析されている。

インドネシア上場企業１００社の２０１１年から２０１２年の年次報告書と持続性報告書を分析した 

Rusmanto および Williams（２０１５）は，インドネシアの上場企業１００社のうち，サスティ

ナビリティについて報告をしていたのはわずか９％の企業であり，サスティナビリティ報

告の適用の程度は未だ低いと分析した。また，Lodhia および Hess（２０１４）は，インドネ

シアの鉱工業産業分野の企業による持続可能性会計および報告が，まだ発展途上にあり，

企業活動が持続可能性を悪化させている状況を十分説明していないと批判している。

Gunawan（２０１０）は，今後の CSR 情報開示の研究に関する重要な課題を提示している。
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�　 Gunawan（２００７）は，インドネシア企業は，CSR 活動が企業活動の維持を担保するためのも
のであると考えているが，CSR 情報開示については重要性を感じておらず，何らかの便益が企業
にもたらされると感じていないと分析した。また，インドネシアでは，CSR やその情報開示に対
する理解が進んでおらず，その分野で能力を有する人も非常に少ないとした。また，インドネシ
アの上場企業が CSR 情報開示を行う動機を，プラスのイメージを創り出すこと，説明責任を果
たすよう務めること，ステークホルダーの要求に応じることの３つであると分析した。
�　一方，より 近の論文では，投資意思決定において，CSR 情報が利用されていると主張する研

究もある。何年時点のデータを分析したのかは不明だが，Nurkholiva S（２０１４）は，投資家やア
ナリストの投資意思決定上の主要な焦点は企業の財務パフォーマンスであるものの，CSR 情報も
利用されていると主張し，企業にとって，CSR 情報を追加情報として開示する意義があることを
主張した。Nurkholiva S（２０１４）は，インドネシアの証券会社のブローカーまたはアナリストを
対象に，企業の CSR の取り組みと発展に関心があるかどうかで２グループに分けたステークホ
ルダーを対象に分析した。その結果，投資家やアナリストは企業の財務パフォーマンスに主に焦
点を当てているものの CSR 情報も投資意思決定に使われると結論した。そして投資意思決定に 
CSR 情報を投資家やアナリストが考慮するので，企業は追加的情報として，取り組んだ CSR を
伝達する方がよいと示唆した。
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一点目に，CSR 情報の開示内容について，企業とステークホルダーのニーズが合致してい

ないことから，ステークホルダーのニーズ分析が必要であるとした。また，２
　

 点目に，産

業ごとの CSR 活動の内容の分析も今後必要であるとした。

CSR 情報開示の程度と企業のプロフィールとの関連について分析した先行研究がある。

第一に，国有企業か否かと CSR 情報開示との関係である。２０１３年から２０１４年のデータを

分析した川原および入江（２０１５b）は，グローバル・レポーティング・イニシアティブ（GRI）

のサスティナビリティ情報開示データベース（Sustainability Disclosure Database）の情

報を使い，CSR 情報開示のレベルについて，国有企業と民間企業の間で差が無いと分析し

た。第二に，企業の本籍地との関係である。Chambers et al.（２００３）は，アジアでは多国

籍企業の方が CSR 情報開示が多く，その理由がグローバリゼーションにあるとした。た

だし，インドネシアにおいては，多国籍企業であるか否かと，開示量の多少との相関の有

無は，同研究の Table. １１からは明確でなかった。また，Siregar および Bachtiar（２０１０）

は，多国籍企業と CSR 情報開示の程度は有意な関係がないと分析し，その理由として，

外国投資家が株式比率の低さから強い監視ができないこと，短期的な投資行動のために 

CSR には関心が無いことの可能性を指摘した。さらに，先述の川原および入江（２０１５b）

は GRI のサスティナビリティ情報開示データベースの情報を使い，CSR 情報開示のレベ

ルについて，多国籍企業とその他企業の間で差が無いと分析した。

第二に，企業規模との関係である。企業規模が CSR 情報開示にどのような影響を与え

ているのかについては，先行研究では異なった主張がなされている。Rahman および Widyasari

（２００８）は，企業規模は CSR 情報開示に有意な影響を及ぼさないとしたが，これに対して，

Cahaya et al.（２０１２）は，大企業ほど労働慣行と誠実な労働についての開示をすることも

明らかにした。大企業は様々な労働問題に対して関心を有するより多くのステークホル

ダーと交流するため，当該関心を満たすべく，様々な労働関連の CSR 活動を行い，当該

情報を開示している可能性があると分析した。２００９年から２０１１年時点での鉱業セクターの

上場企業を分析した Suryani（２０１３）によると，鉱業セクターの CSR 情報開示は，企業

規模が大きいほど，また企業の創業年数が長いほど高くなったと分析した。

�　CSR 情報開示の背景と開示程度の変化：法規制

インドネシアの CSR 情報の開示レベルは，２０００年以降高まってきたと述べたが，これ

は，前述した国内政治の変化と CSR 導入に関する国際的潮流を受け，国内で法規制が導

入されたこと密接な関係があると考えられる。ここでは，CSR に関連したインドネシア内の
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法規制，および法規制と CSR 情報開示の程度について分析した先行研究をレビューする。

インドネシアでは，環境省が企業の環境パフォーマンスの格付制度である Performance 

Level Evaluation Program（PROPER）を実施している。PROPER とは，環境省が企業

から提供された環境情報をもとに，金，緑，青，赤，黒の順に企業を格付けし，企業名を

公表する制度である。PROPER による環境パフォーマンスの開示の程度は，２０００年以降

徐々に高まっていった。公表する項目は，初めは水質のデータのみであったが，２００２ 年か

らは水，大気，有害廃棄物が，２００５年からは地域開発が，２００６ 年からは CSR が加わった。

当該制度は，一般企業の参加は任意だが，上場企業，輸出企業，環境負荷が大きい企業は

参加が強く要請されている。ただし，２００５年時点で，「赤」（法令順守に向けた努力を行っ

ている）とされた企業，「黒」（法令順守に向けた努力を行っていない）とされた企業の数

は，それぞれ，４６６社中１５０社，７２社も存在する。また，企業名を公表しても，２００６年時点

では，それに対して，市場が反応していなかったとの分析がある（地球・人間環境フォー

ラム，２００６）�。

CSR情報開示に対して，より強く影響を与えたのは，以下の法規制であると考えらえる。

すなわち，環境管理に関する法（Law No.２３/１９９７），国有企業法（Law No.１９/２００３），投

資法（Law No.２５/２００７），企業法（Law No.４０/２００７），国有企業規則（Regulation of the 

Minister of SOEs No.PER-０５/MBU/２００７, ２００７/４/２７），公開上場企業の年次報告書の提

出に関する政令（Government Regulation Kep-４３１/BL/２０１２）などが次々と導入され，

CSR 情報開示に影響を与えてきたと考えられる（Fauzi および Idris, ２００９; Waagstein, 

２０１１; 川原および入江，２０１５a; Rusmanto および Williams, ２０１５）。特に，世界初の強制的

な CSR 法であると言われる（Setyorini および Ishak, ２０１２）２００７年の企業法（Law No. 

４０/２００７）は，自然資源に関連する企業のみを規定するものであるが，資源エネルギー企

業に強制的に CSR プログラムに参加を要請する規定を含んでいる（Setyorini および Ishak, 

２０１２）。同法によれば，自然資源開発に携わる企業は全て，環境社会責任プログラムを実

施し，これに報告利益の一定割合を配分しなければならず，違反すれば制裁が科される

（Setyorini および Ishak, ２０１２）。また，CSR の適用を年次報告で開示するよう求められて

いる。しかし，同法には，どの程度 CSR 活動を実施すれば良いのか，また CSR 活動内容

の開示内容や様式についても詳細な規定はなく，実質的に企業の自主性に任されている。

（Setyorini および Ishak, ２０１２）さらに，監視システムがないことから実効性の面での課
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�　２００５年，２００６年の PROPER への参加企業数は，それぞれ４６６社，６７８社だった。２００５年の４６６社
中，１８０社が外資系だった。当該格付評価の結果で「黒」の評価が２年続く企業へ融資しないと
いう銀行もあるため，その強制力は非常に強いと言われる（地球・人間環境フォーラム，２００６）。
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題も残されている（Waagstein, ２０１１）�。そのことにより，同法のもとでの企業の CSR 情

報開示の程度は異なっているため，企業の CSR 報告の適用を比較および評価することを

難しくさせていると指摘されている（Setyorini および Ishak, ２０１２）。 

法規制の導入により CSR 情報開示の程度がどのように変化したかについて，いくつか

の先行研究がある。例えば，先述の２００７年の企業法は，CSR への取り組みを推進する重要

な制度要因であった可能性が指摘されている（Waagstein, ２０１１; Cahyadito, ２０１２; Setyorini 

および Ishak, ２０１２; 川原および入江 ，２０１５a）�。Setyorini および Ishak（２０１２）は，イ

ンドネシアの上場企業９１１社の２００５年から２００９年の５年間の社会環境報告を体系的に調査

し，インドネシアの CSR 報告の質的レベルを示すスコアは，２００５年の３８ポイントから２００９

年の４２.３７ポイントへと増加し，年次報告における CSR 情報開示をする企業数は増加して

いると分析した。また，企業の CSR 情報開示は，政府の規制および公共政策における社

会的契約によって課された規制によるものであると主張し，２００７年の有限責任会社に関す

る法第４０号は，CSR 報告の動機に重要な影響を与えていることを挙げた�。さらに，Setyorini 

および Ishak（２０１２）の引用による Kusumadilaga（２０１０）の分析によると，企業法の前

後で CSR 情報開示の程度が８.４４％高まった。２００７年から２００９年の年次報告における製造企

業の CSR 情報開示の指標は増加傾向を示し，２００７年の２６％から，２００８年には２９％，２００９

年には３３％になったという。

先述の２０１２年の公開上場企業の年次報告書の提出に関する政令の影響が分析された研究

もある。ジャカルタ証券市場の株価指数である Kompas １００ Index（KOMPAS１００）に含

まれる上場企業を対象にした Rusmanto および Williams（２０１５）の研究では，２０１１年に

情報開示せず２０１２年に開示した３社の開示理由が，全ての公開企業に社会活動を財務報告

で報告することを要求する，公開上場企業の年次報告書の提出に関する政令の影響である

と分析した�。
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�　同法のとりわけ第７４条への批判として，内容が非常に一般的で曖昧であり，実施を確実にする
ためのメカニズムを欠き，監視システムに関しても全く明確でない点，また企業間で異なった取
り扱いがなされる可能性など，同規制の潜在的な負の影響が分析されていない点，さらにこの規
制が何を目的とし，CSR をどのような方向に導こうとしているのかが明確でない，すなわちビ
ジョンが欠けている点が挙げられる（Waagstein, ２０１１）。
�　２００３年の規制の影響を受けてか，２００３年から２００６年にかけて，CSR 情報開示は，量的に１.８倍，

質的に１.６倍程度向上した（Gunawan et al., ２００９）。
�　同法は，CSR プログラムへの強制参加を規定しており，このことは，企業からの強い抵抗を受

けたが，結局，自然資源セクター企業にのみ課されるという修正がなされ，実施されることに
なった。なお，一般市民の反応は冷ややかなものだったという。
�　マレーシアでも，法規制が CSR 情報開示の程度を高めたという分析がある（Fatima et al., 

２０１５）。



�　CSR 情報開示の背景と開示程度の変化：法規制以外

ここでは，法規制以外で，CSR 情報開示を促進してきた可能性がある事象について先行

研究をレビューしたい。まず，インドネシア政府が２０００年に掲げた先述の MDGs である。

MDGs は，企業の CSR 活動を促進する重要な制度要因であると指摘されている（Cahyandito, 

２０１２）。また，インドネシアの証券市場において２００９年に初めて，SRI-KEHATI Index と

いう社会的責任投資（Socially Responsible Investment: SRI）のインデックスが導入され

たことも，CSR 情報の開示を助長したと考えられる（IDX, ２０１４）。

さらに，２００５年以来，インドネシア会計士協会（Ikatan Akuntan Indonesia）が実施し

てきたインドネシア持続可能性報告賞（Indonesia Sustainability Reporting Award: ISRA）

の表彰制度に関する指摘である。当制度はインドネシアで事業を行う全ての企業に対して，

自発的な CSR 報告を促してきたという（Krishnanda, ２０１５）�。

２０１０年には，GRI サステナビリティ・レポーティング・ガイドライン（GRI ガイドライ

ン）のインドネシア語訳が行われ，インドネシア企業の CSR の取組みが促進された可能

性についても文献では指摘されている（GRI, ２０１１）�。

�　CSR 情報開示の内容

Gunawan et al.（２００９）は，先行研究をレビューし，欧米の企業による CSR 情報開示

項目は，アジアの企業より，環境，エネルギー，消費者，リサイクリング，汚染などの項

目をより開示し，アジアの企業は，社会活動に関する開示項目として，従業員，人的資源

に焦点を充てていると分析した。２００２年時点での CSR 情報開示の内容については，農業

や地域経済開発などの地域活動（インドネシア２７.３％，アジア７か国平均５９.０％，以下同

様），環境行動規範などの生産プロセス（２７.３％，３８.９％）の記述が，他のアジア国と比較

して少なく，従業員福利や雇用契約など雇用関係（２７.３％，１８.１％）の記述割合が高い傾

向が指摘された（Chambers et al., ２００３）。

─　　（　　）─13 313

インドネシア企業の CSR 活動と CSR 情報開示―文献レビュー（川原・入江）

�　当該表彰制度に継続的に参加し，いくつかの高い評価を受けた資源エネルギー企業は，PT 
Aneka Tambang Tbk（ANTAM）と PT Kaltim Prima Coal（KPC）だった。GRI の項目と照
らし合わせると，KPC では経済，社会項目の開示が１００％，環境項目の開示は９９％だった。一方 
ANTAM では，環境，経済項目の開示は９０％以上，社会項目の開示は７８％だった（Krishnanda, 
２０１５）。
�　GRI ガイドラインは企業の社会的責任について報告するための主要な国際的に認識された基準

であり，インドネシアの CSR 報告でも広範に利用されている基準である（Oeyono et al., ２０１１; 
Cahaya et al., ２０１２; 川原および入江，２０１５b）。２０１０年頃は GRI ガイドライン第３版（GRI３）お
よびセクター特有のトピックスを報告する際の報告指針であるセクター・サプリメントの両方あ
るいはいずれかが，インドネシア語以外に，フランス語，ハンガリー語，ポルトガル語，ロシア
語，トルコ語にも翻訳された（GRI, ２０１１）。



第６２巻　第３号

─　　（　　）─14

２００３～２００５年時点での年次報告における CSR 情報開示については，インドネシアでは，

他のアジア諸国での研究結果（Purushothaman et al., ２０００; Kuasirikun および Sherer, 

２００４）と同様，従業員および人的資源についての記述が多かった（Gunawan, ２００７）。ま

た，インドネシアは，コミュニティに関する情報が一番多かった（Gunawan, ２００７）。

２００４年時点では，ジャカルタ証券市場の上場企業３３１社のうちの１００社の２００４年の年次報

告書を対象とした分析において，社会性に関する情報の中で開示率の高い項目は，従業員

の訓練・教育（７８％），コミュニティ（５２％），原住民の権利（４１％）であった（Cahaya 

et al., ２００６）。逆に開示率が０％である項目は，児童労働，強制労働，賄賂と汚職，政治献

金などであった（Cahaya et al., ２００６）。２００４年時点でのジャカルタ証券市場の登録企業の

４２社の年次報告書の社会責任情報の項目の研究では，労働（５１.６０％），顧客（１９.４０％），

社会（１４.７０％）および環境（１４.３０％）の順で項目が開示されていた（Mirfazli, ２００８a）。

同様に，Mirfazli（２００８b）が行った，ジャカルタ証券市場登録企業の１６企業の年次報告書

での CSR 情報開示項目の研究でも，労働に関する開示が，顧客，社会，および環境に関

する開示より多かった。

Cahaya et al.（２００６）は，児童労働，強制労働，賄賂と汚職，政治献金などの開示が低

い理由として，インドネシアの上場企業が，従業員訓練や教育，コミュニティ，原住民の

権利に焦点をあてた，非常に狭い CSR コンセプトしか理解していないからであるとした。

インドネシア人の過半がイスラム教であるが，従業員の多くは，CSR は「寄付」のことで

あると認識しているという（Gunawan et al., ２００９）。児童労働，強制労働，政治献金など

は，インドネシアの法規制項目であり，たとえ規制で開示が要求されていなくても自主的

に開示がなされる項目であるべきだが，未開示の理由の一つとして，政府の規制を順守し

ていないことを報告書で明らかにしたくないという企業の意図があると議論された（Cahaya 

et al., ２００６）�。

２００７年時点での調査と２００３年から２００５年の年次報告を分析した Gunawan（２００７）によ

ると，企業が CSR 活動を行う際に も重要なステークホルダーはコミュニティや地域で

あり，次に重要なステークホルダーは政府であるとした�。また，環境情報はステークホ
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�　例えば，Cahaya et al.（２００６）では，インドネシアでは，１３歳未満の子供の労働は厳しく禁止
されているが，実際には，インドネシア企業は１０歳から１４歳の子供を不法に１５歳以上として登録
されているケースがあるとの Manning（２０００）の文献が引用された。さらに，Cahaya et al.

（２００６）は Can（２００４）および Ali（２００６）を引用し，インドネシアの汚職防止プログラムがまだ
効果的でなく，企業は当該不法行為を自主的に開示したがっていないこと，インドネシア企業は
規制で制限された以上の政治献金を拠出しており，擁護する政党が選挙で勝った場合に，彼らの
利益が擁護されると期待している場合があるとした。インドネシアの汚職の程度は，アジア諸国
の中でも高いと指摘されている（Warhurst, ２００５）。
�　３０６人のステークホルダーと，２００３年，２００４年および２００５年の１１９社の年次報告書を対象に分析



ルダーにとっても企業にとってもあまり重視されていないと分析した。また，この理由と

して，インドネシアでは，環境活動の開示が重要であると企業により認識されていないこ

と，また，環境保護をすべきという，市民，環境活動家，政府からの圧力も少ないことが

示唆された�。

また，２００３年から２００６年時点での情報を分析した Gunawan et al.（２００９）では，１１７社

の４年間の合計４６８の年次報告書の CSR 情報開示内容の分析において，人的資源が もよ

く開示されている項目であるとした。なお，人的資源に関して も開示が進んでいる項目

は，経営層や取締役会のプロフィール，従業員数などであり，質的，量的に当該項目の開

示が多い理由は，当該情報の開示が規制で強制されているからであるとした。また，人的

資源で次に開示が多いのは，従業員訓練であるとした。また，コミュニティ，とりわけ

「コミュニティ開発」に関する開示は，企業が効率的に運営を行うために地域コミュニティ

と良好な関係を作る必要がある点で重視されているとした。特に，コミュニティでの慈善

活動や寄付については，イスラム教の考え方にも根付いていることを指摘した。

一方，Gunawan et al.（２００９）は，全項目の中で も開示が進んでないのは，「マイノ

リティや女性の雇用」であると分析した。さらに，エネルギー，持続可能性の項目は，

CSR 情報開示において重視されていないこと，この理由として，企業はエネルギーの効率

的な利用の重要性を認識していないこと，さらに，多くの企業はエネルギーが CSR 情報

開示と密接なつながりのある項目であると認識していないと分析した�。ただし，一部企

業がバイオエネルギーを省エネルギーのために利用していることを開示していることは，

今後，エネルギーについての開示がより高まることを示唆していると分析した。また，企

業間で CSR 情報開示の程度に大きなばらつきがあることも主張した。

２００７年時点のデータを分析した Cahaya et al.（２０１２）は，インドネシア証券市場の上場

企業２２３社の２００７年の年次報告書において，労働慣行と誠実な労働に関する情報開示が１７.７％

という低いレベルであること，とりわけ，健康安全に関する合意事項，男女別賃金につい
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した Gunawan（２０１５）が行った 近の研究でも，インドネシア上場企業が CSR 活動を行う際に
も重視するステークホルダー（２００７年，２０１０年のステークホルダーの定義に加え，政府機関，

メディア，監査人も含める）は地域であるとしている。しかし，Gunawan（２００７）では，ステー
クホルダー側は，企業が地域に関する情報を重視する目的は，企業自らの活動を保護することで
あり，コミュニティに対して責任を持つことを目的としていないと懸念していること，すなわち，
企業がコミュニティや地域を重視した CSR 活動を行うことに対して懐疑的であることが示唆さ
れている。
�　同様な分析結果が Gunawan（２０１０）でも示されている。
�　ステークホルダーへの２００７年のインタビューの結果，Gunawan（２００７）は，「エネルギー」に

関する情報は CSR 関連情報であるとの認識が薄いと分析し，その理由を，エネルギーの利用に
関して企業の認識が低い可能性を示唆した。
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ての開示が低いことを明らかにした。同氏らは，インドネシアの企業は労働責任問題を，

CSR の必須条件であるとして明確に開示しておらず，企業イメージや評判を守るために情

報の一部を曖昧にしている可能性を指摘した�。

２００８年時点については，Djajadikerta および Trireksani（２０１２）による CSR 情報の開

示項目の研究で，「コミュニティ」に対する開示をした企業が４８％，「人的資源」に関する

開示をした企業が６０％だった。同様に，２００８年時点の情報と考えられる CSR 情報を分析

した Oeyono et al.（２０１１）によると，社会環境項目において特に開示が少ない項目は人権

だった。時価総額トップ企業４８社の経済，環境，労働慣行，人権，社会，製品責任の６項

目の開示程度の調査では，それぞれの項目を開示する企業は，９０％，６５％，８１％，１７％，

８８％，４２％であり，人権項目の開示が も少なかった（Oeyono et al., ２０１１, p. １０８, Table.３）。

同研究によると，４８企業の中で８企業のみが，被差別，児童労働の排除，結社の自由に関

してコミットしている状況である�。また，環境についての開示が，経済，労働慣行，社

会の３項目の開示よりは低くなっている。�

�　産業セクターごとの CSR 情報開示の内容

世界の先行研究では，産業セクター間で CSR 情報開示に差があるとすると研究と差が

ないとする研究があるが，インドネシアにおいて産業セクター間の CSR 情報開示の差を

分析した研究は少ない。ただし，限られた文献では，大分類での産業セクターではなく，

小分類での産業セクター間では，CSR 情報開示内容に差があることが示唆される。以下

で，産業セクター間による CSR 情報開示に差に関する限られた文献をレビューしたい。

２００３年から２００６年のデータを分析した Gunawan et al.（２００９）と２００８年時点のデータを

分析した Djajadikerta および Trireksani（２０１２）は，上場企業によるウェブサイトでの 

CSR 情報の開示に関して，産業間で開示に内容に差があるものの�，環境ダメージがより
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�　近年においても，インドネシアの汚職に関する情報開示の程度は低いと分析されている（Joseph 
et al., ２０１６）。
�　なお，このような人権項目の開示が少ない状況は，インドネシア（１７％が開示）のみでなく，

英国（４０％が開示），オーストラリア（３０％が開示）でも同様であるという。また，日本の上場
企業の CSR 情報開示でも，人権の開示が も少ない項目の一つであった点は共通している（Kawahara 
および Irie, ２０１５）。
�　Oeyono et al.（２０１１）によると，経済，環境，労働慣行，人権，社会，製品責任の６項目の全

てを開示した会社は，Unilever Indonesia Tbk（製造業：家庭用品），Astra International Tbk，
Indosat Tbk（通信業：通信ネットワーク），United Tractors Tbk（機械製造業：重機製造），
PT Aneka Tambang Tbk（鉱業：石炭採掘）である。
�　サービス産業では顧客関連や人的資源の開示が多いが，環境関連の開示は低い。一方，鉱業で

は，土壌汚染回復，環境修復などの特別な政府の規制に順守していることの開示が多いという。
また，石油，鉱業，農業，食品飲料，紙産業セクターは，環境関連の開示がより多いという（Gunawan 
et al., ２００９）。



大きい産業である「センシティブな産業」とそうでない「ノン・センシティブな産業」と

の間で違いがないとした。なお，ここでいう「センシティブな産業」には，農業，鉱業，

セメント業，パルプ業などの資源・エネルギー企業，製造業，食品業などの消費者産業，

不動産，建設業，ユーティリティ，通信業，交通産業，貿易業，観光業などを含んでいる。

また，「ノン・センシティブな産業」とは，金融業，広告業，コンピューター産業，投資

会社などである。

２００３年から２００５年時点でのデータを分析した Rahman および Widyasari（２００８）は，

７６社の３年間合計２２８社の上場製造業の企業の中で，社会の注目度の高い企業（High-Profile 

companies）は，より強い政府からの監視があること，および将来の継続して利益を得る

ために，より質の高い CSR 情報開示が行われるとした。また，２００４年の年次報告書を分

析した Mirfazli（２００８b）は，労働，顧客，社会および環境の４項目の開示分量について

は，基礎および化学産業分野の企業群とそれ以外の産業分野の企業群との間に，有意な差

は見られなかったが，社会の注目度の高い企業（High-Profile companies）すなわち，社

会環境影響を与える可能性がある企業セクターである石油，鉱業，化学，森林，紙，自動

車，航空，農業ビジネス，タバコ，食品飲料，通信，エネルギー（電気），エンジニアリ

ング，健康，交通，旅行などの企業セクターと低い企業（Low-Profile companies）の間

には有意差が見られたとした�。

一方，２００７年のデータを分析した Cahaya et al.（２０１２）によると，社会の注目度の高い

企業（High-Profile companies）と低い企業（Low-Profile companies）の間には，開示

の程度に関して有意差が見られなかった。また，その理由として，より詳細なセクターご

と，例えば，農業，鉱業，基礎産業と化学などのような産業分類において，制度理論の

「同型化」が起こりえる可能性を初めて指摘した。

２００４年から２００６年のデータを分析した Tandanu および Wibowo（２００８）は，銀行セク

ターにおいては，自然資源の保全やリサイクル，身体障害者や老人などへの考慮について

開示した企業は一つもないと分析した。

以上の議論は，大分類での産業セクターではなく，小分類での産業セクター間では，

CSR 情報開示内容に差があることを示唆している。

社会的環境的責任に関する国際的圧力や，国内の法規制に特に影響を受けている資源エ

ネルギー・セクター分野では，インドネシアの他産業に比較して CSR 情報の開示の程度
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や開示項目が多いとの分析がある。２００５年から２００９年のデータを分析した Setyorini およ

び Ishak（２０１２）は，全産業の上場企業延べ９１１サンプル（重複あり）を分析し，鉱業，基

礎産業・化学セクター，および農業セクターにおける実質的な内容での（「ハードな情報

開示」における）CSR 情報開示はインドネシアの中で相対的に高いレベルでなされている

ことを明らかにし，この現象は，地球環境への感応度が非常に高い産業において予想され

うるものとした�。また，２００７年から２００９年は，２００５年から２００６年に比較して，企業の社

会および環境情報開示の質的向上が見られていた（Setyorini および Ishak, ２０１２, p. １４, 

Table.１）。特に，鉱業において，２００８年以降に「ハードな情報開示」のレベルが急増した

ことが示唆される（Setyorini および Ishak, p. １５ Table.４参照）。また，Suryani（２０１３）

は，２００９年から２０１１年にかけて，鉱業の CSR 情報開示の程度は向上したと分析した。

２０１１年から２０１２年の財務報告と CSR 報告（インドネシアの上場企業１００社）を分析した 

Rusmanto および Williams（２０１５）の研究では，GRI ガイドライン第３.１版（GRI３.１）の

適用に関して，石炭や鉱山業は経済項目の開示が非常に進んでおり，環境項目の適用レベ

ルに焦点を充てているとした。同氏らは，これらの産業では，地域社会とのよい関係性を

失えば企業の事業プロジェクトが遅れて，損失を招くため，一貫した地域貢献をする必要

性があると考えられたためであると分析した。一方，金融業はコミュニティ，製品と消費

者，人的資源関連の開示が多く，社会項目の開示が環境項目の開示より多いと分析した。

また，２０１３年から２０１４年のデータを分析した川原および入江（２０１５b）の CSR 情報開示

の程度に関する 新の分析では，インドネシアの資源エネルギー企業の方がその他企業よ

りも CSR 情報の開示の程度が高いとされた。さらに，GRI ガイドラインの産業セクター

ごとの詳細版であるセクターサプリメントの利用割合が，資源・エネルギー企業の方が他

企業よりも高い可能性があることが指摘された。

３．結 論 と 考 察

インドネシアは，東南アジアにおける 大の経済大国であり，世界の新興市場経済国の

一員である。インドネシアは，日本にとり，エネルギーを中心とする天然資源の供給源と

して，また，投資先としてプレゼンスが高い。世界の CSR 活動の内容は，国により異な
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�　中小企業における農業・漁業セクター，食品加工セクターの CSR パフォーマンスの程度は低
いとされるため（地球・人間環境フォーラム，２００６），農業セクターの CSR 情報開示の高さは，
同セクターに位置づけられる大企業の開示の程度が高いことが示唆される。



ると考えられるため，インドネシアの CSR 活動や CSR 情報開示については，個別に検討

が必要だが，途上国一般における CSR 情報開示に関する研究の蓄積は少ない中，インド

ネシアの CSR 情報開示に関する研究の蓄積は非常に少ない。本研究では，英語および日

本語で執筆された関連文献をできる限り広範に収集し，そのレビューを行った。

インドネシアの CSR 活動は他のアジア諸国より遅れてスタートしたものの，現在では，

鉱山・採掘企業の殆どが本格的なコミュニティ開発支援プログラムを有するなど，狭い意

味での CSR 活動は，資源・エネルギー企業により既に本格的に実施されている。ただし，

企業の CSR 取組みのインセンティブとしては，社会的評判を得ることであると分析され

ている。また，CSR 情報の開示については，インドネシアの法規制，とくに２００７年の企業

法などが，CSR 情報の開示の程度を向上させてきたと考えられる。

しかし，CSR 情報の開示については，インドネシアでは依然として初期段階にある。

近年においても，インドネシア企業の CSR 報告の適用の程度は低いと分析されている。

また，２０００年以降，インドネシアの CSR 情報開示レベルは着実に高まったが，少なくと

も２００７年から２００８年時点においては，その開示内容は「ソフトな情報開示（soft disclosure）」，

すなわち，質的な主張を主とし，真偽が証明できない種類の，しかも良い情報のみの開示

が主たるものであった。

先行研究では，インドネシアの CSR 活動が，産業セクター，国有企業か否かにより異

なると分析されている。一方，国有企業か否かと企業の本籍地（多国籍企業か否か）は 

CSR 情報開示の程度とは関係しないと分析された。企業規模については，CSR 情報開示

にどう影響を与えているかについて，先行研究において異なった主張がなされている。近

年のインドネシア企業の CSR 情報の開示内容は，コミュニティ，従業員などの人的資源

に関する内容が中心であり，欧米の CSR 情報開示内容と比較して，人権，環境項目の開

示が低い。また，小分類での産業セクター間では，CSR 情報開示内容に差があることが示

唆されている。さらに，資源・エネルギー企業は，他産業の企業より，社会環境項目の開

示が多いとする分析がある。

以上の文献レビューから，今後の研究課題として，以下の点が挙げられる。１
　

 点目とし

て，CSR 情報の開示内容の程度が 近さらに高まってきているか否か，とりわけ，「ソフ

トな情報開示」に対する「ハードな情報開示」の量が増えているかについて， 新年での

検討が必要であろう。２
　

 点目に，CSR 活動や CSR 情報開示が産業セクター，国有企業か

否かにより異なること，企業の本籍地により影響を受けないことについてさらに検証する

ことが有意義だろう。なお，その場合，CSR 活動の内容や程度と CSR 情報開示のそれら
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を明確に区別して分析する必要があると考えられる。また，３
　

 点目に，小分類での産業セ

クター間，あるいは資源・エネルギー企業とその他企業の間で，CSR 情報開示の内容にど

のような差があるかをさらに詳細に分析することに意義があろう。 後に，Gunawan

（２０１０）が指摘する通り，CSR 情報の開示内容について，企業とステークホルダーのニー

ズが合致していないことが示唆されることから，ステークホルダーのニーズ分析が必要で

あろう。
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